
　「個人情報の保護に関する法律」（個人情報保護法）が平成17年に全面
施行となり、最近では、個人情報保護に関する事業者の取組も進んでき
ています。なかでも、医療・介護・福祉関係事業は、取り扱う個人情報
の性質上、適正な取扱いが特に求められる分野です。



　氏名、生年月日その他の記述により特定の個人を識別することので
きる情報を個人情報といいます。例えば、病院での診療録や手術記録、
介護事業者のケアプラン、社会福祉施設の利用状況等の記録がそうで
す。患者・利用者の情報をはじめ、従業者（医師・看護師・介護職
員など）の情報も個人情報に当たります。



　個人情報取扱事業者とは、過去６か月のいずれかの日において、５千人を超
える個人情報を事業活動に利用している事業者のことです。
　これらの事業者に法律で課せられる義務については次頁で解説します。



個人情報を取得したときは、本人に速やかに利用目的を通知又は公表してくだ
さい。また、本人から直接契約書その他の書面（入力画面への打ち込みといっ
た電磁的方式を含みます。）で個人情報を取得するときは、あらかじめ本人に
利用目的を明示してください。

保有個人データを利用目的を越えて利用している、偽りその他不正の手段によ
り保有個人データを取得した、といういずれかの理由により本人から求めがあ
る場合には、必要な限度で利用の停止・消去を行ってください。　（次頁に続く）



本人からの苦情を適切かつ迅速に処理するため、苦情受付窓口の設置、苦情処
理の手順を決めるなどの必要な体制を整備してください。



　家族等の第三者に病状・近況等の説明をする場合、患者・利用者本人に、説明を行
う対象者の範囲、説明の方法や時期等についてあらかじめ確認しておくなど、できる
限り患者・利用者本人の意思に配慮する必要があります。しかし、本人の同意が得ら
れない場合であっても、医師等が、患者等の生命、身体又は財産の保護のために必要
であると判断すれば、家族等へ説明することは可能な場合もあります。
　事例のように電話による問い合わせでは患者・利用者本人との関係を十分に確認す
ることが必要であり、慎重に対応すべきでしょう。
　入院・入所の問い合わせに対しては、あらかじめ窓口での統一的な取扱いを定め、
入院患者・入所者の意向を事前に確認しておくことが望まれます。

　患者・利用者さんの家族や友人と名乗る方から、電話で本人の
状況等について問い合わせがあったのだけど、どうすれば良いの？














